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１．	 はじめに 
近年、大規模災害により既設の通信インフラが機能を停

止する事態が発生している。通信インフラの復旧には数日

以上を要すことがあり、その間の災害救助活動や被災者の

安否確認のための代替通信手段が求められている。被災地

での応急的な通信インフラとして、多数のノードにより構

成されるモバイルアドホックネットワークを用いた研究成

果が発表されている。しかし、被災地においてモバイルア

ドホックネットワークにより通信インフラを構成する場合、

広範囲に及ぶ被災地域をカバーするために多数の中継ノー

ドを展開する必要があるため、大規模災害時の代替通信手

段として利用することは難しい。 
一方で、近年 Delay/Disruption Tolerant Network(DTN)[1]

によるメッセージ配送が注目されている。DTNでは、モバ
イルノード間の持続的な接続性を想定せず、メッセージは

Store-Carry-Forward方式で転送される。代表的な DTNによ
るメッセージ配送手法として端末間すれ違い通信[2-4]があ
るが、この手法は各ノードの確率的な遭遇によってメッセ

ージが配送されるため、メッセージの到達を保証すること

ができない。そのため、メッセージの中継・転送を行うこ

とを役割とした特別なノードを用いてメッセージ配送を実

現するメッセージフェリイング[5]が研究されている。 
メッセージフェリイングとは、車両や UAV などの制御

可能な移動体に特定の経路を巡回させることで、直接無線

の届かないノード間でのメッセージ配送を可能とする方法

である。 
本研究では、被災地において捜索救助活動を行う救助隊

員を想定したモバイルノード間でメッセージの配送を行う

場合を対象とする。モバイルノードは、定められた領域の

中で捜索救助活動を行い、一定時間ごとに情報共有を行う

ものとする。また、それぞれのモバイルノードの担当領域

ごとにアクセスポイントを設置する。 
モバイルノードを対象としたメッセージフェリイングで

は、モバイルノードがメッセージの送受信のために移動す

る必要があり、一定時間ごとにアクセスポイントとの間を

往復することによる移動コストが大きい。また各モバイル

ノードが非同期にそれぞれのアクセスポイントに到来する

ため、宛先ノードがメッセージを受信するまでの遅延時間

が大きくなるという問題点がある。 
本研究では、アクセスポイントの移動計画によりメッセ

ージフェリーの移動経路を動的に決定する手法を提案する。 

 
これにより、モバイルノードのメッセージ送受信にかかる

移動コストを削減し、メッセージの遅延時間を短縮させる。 

2 ．関連研究 
本章では想定環境における要求事項を述べ、Delay 

Tolerant Network (DTN)の分類およびモバイルノードを対象
としたメッセージフェリイングの既存研究ついて述べる。 
2.1	 要求分析 
	 本研究では、大規模災害の被災地において行われる救助

隊による捜索救助活動における情報共有を想定する。被災

地域が広範囲に及ぶ場合、救助隊は限られた人員を複数の

グループに分割し、各グループにそれぞれの担当地域を割

り当てて捜索救助活動にあたる。各グループは１名のリー

ダーと複数名の隊員により構成され、担当地域内で作業を

実施する。各グループの作業に関する意志決定は、グルー

プのリーダーが行う。その際、捜索作業の進捗状況や救助

隊員の状態、機材の所持・使用状況といった事項について

グループ間で情報共有を行うものとする。救助隊は捜索救

助活動に利用する情報を扱うため、確実にメッセージを宛

先に届けることができる通信手段が求められる。 
	 災害救助では一般的に発災後約７２時間で要救助者の生

存率が激減することから、救助隊が捜索救助活動にかけら

れる時間には限りがあると言える。グループ間での情報共

有を行う上で、救助隊員が情報共有のために要する行動時

間が多いことは捜索救助活動のための時間が減ることに直

結する。よって、救助隊員の情報共有のために要する行動

時間を短縮できることが必要となる。また、救助隊は上で

述べた情報を一定時間間隔で共有する。そのためメッセー

ジの遅延は許容されるが、正確な情報共有にはメッセージ

の遅延時間が小さいことが望ましい。 
2.2	  Delay Tolerant Network (DTN) 
	 大規模災害の被災地のように既存の通信インフラが機能

しない環境下において、Delay/Disruption Tolerant Network 
(DTN)によりメッセージを配送することが考えられている。
DTN では、メッセージはノードのモビリティを利用した
Store-Carry-Forward 方式で転送される。DTN は、モビリテ
ィを制御可能な特別なノードを用いるか否かで端末間すれ

違い通信とメッセージフェリイングに分類できる。 
2.2.2	 端末間すれ違い通信 
	 端末間すれ違い通信は、端末ノードのモビリティのみを

利用してメッセージを配送する手法である。偶発的な端末

間のすれ違い時にメッセージ交換を繰り返すことで、 終

的にメッセージを目的ノードに到達させることができる。 
特別なデバイスを必要とせずに端末ノードのみでメッセー

ジを配送できるため低コストで利用できる反面、端末ノー

ドのモビリティを用いるため地理的に孤立した位置にいる

ノードに対してはメッセージを配送することができないと

いう欠点がある。また、ランダムに発生する端末ノード間
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のすれ違いを用いたメッセージ配送であるため、メッセー

ジの到達を保証することができない。よって、この方法は

救助隊が捜索救助活動に用いる通信手段としては適さない。 
2.2.2	 メッセージフェリイング 
	 メッセージフェリイングでは、メッセージフェリーと呼

ばれるモビリティを制御可能な特別なノードにメッセージ

の中継・運搬を行わせることで、直接無線の届かないノー

ド間のメッセージ配送を可能にする。メッセージフェリー

は端末ノードから受信したメッセージを一時的にバッファ

に保管し、目的ノードの近くに移動した後にメッセージを

送信する。メッセージフェリイングではメッセージフェリ

ーを宛先ノードの近くまで物理的に移動させることで、確

実にメッセージを配送することができる。この方法はメッ

セージの到達を保証できることから救助隊の捜索救助活動

に用いる通信手段として適している。ただし被災地での使

用を想定した場合、救助隊は捜索救助活動のために一定の

範囲を移動するため、モバイルノードを対象としたメッセ

ージ配送を想定する必要がある。 
2.3  モバイルノードを対象としたメッセージフェリイング 
2.3.1	 Node-Initiated Message Ferrying (NIMF) 
	  NIMF[6]では、モバイルノードがメッセージフェリーの
移動経路近辺に移動した後にメッセージを送受信すること

で、メッセージフェリーによるモバイルノード間のメッセ

ージ配送を行っている。NIMF ではメッセージフェリーは
予め決められた一定の移動経路を巡廻するため、モバイル

ノードは必要に応じてメッセージフェリーの移動経路に近

づくことで確実にメッセージを送受信することができる。

一方で、モバイルノードはメッセージの送受信の度にメッ

セージフェリーの移動経路近辺まで移動し、更にメッセー

ジフェリーの到着を待つ必要があるため、モバイルノード

に課せられる行動時間が長いという問題がある。またメッ

セージの遅延時間についても、モバイルノードの移動時間、

メッセージフェリーの到着を待つ時間が加算されるため増

大する。 
2.3.2	 Ferry Access Points (FAPs) 
	  FAPs[7]ではメッセージフェリーの経路上に固定のアク
セスポイントを設置する。モバイルノードはアクセスポイ

ントを介してメッセージフェリーとメッセージを交換する。

この手法ではアクセスポイントを利用することでモバイル

ノードがメッセージを送受信する際のメッセージフェリー

の到着を待つ時間が省略される。しかし、モバイルノード

はアクセスポイントの通信範囲まで移動する必要があり、

捜索救助活動を行う地域が広がるにつれてアクセスポイン

トまでの移動時間が長くなる。またメッセージの遅延時間

についても、アクセスポイントまでの移動時間が加算され

るため増大する。 
2.3.3	 OPtimized Way-Points Ferry Route (OPWP) 
	  OPWP[8]では、モバイルノードの行動範囲およびモビリ
ティモデルをもとにメッセージフェリーの移動経路を決定

する。メッセージフェリーの移動経路は、モバイルノード

との遭遇確率の高い地点を選定し、選んだ地点を 短時間

で全て通過する順序で結んだものとしている。メッセージ

フェリーが選定した各地点で一定時間以上待機することで、

経路を一巡した際に一定確率でモバイルノードと遭遇する。

OPWP ではメッセージフェリーとの遭遇のためにモバイル
ノードが移動する必要はないという利点があるが、モバイ

ルノードの行動範囲が変化した場合にそのモバイルノード

へのメッセージ配送は行えなくなる。また、選定した地点

でメッセージフェリーを待機させることから移動経路の巡

廻にかかる所用時間が長くなり、さらにモバイルノードと

の遭遇は移動経路を複数回巡廻することで発生するためメ

ッセージの遅延時間は非常に大きくなる。 
2.4	 関連研究のまとめ 
	 メッセージフェリイングはメッセージの到達を保証でき

ることから捜索救助活動における情報共有のための通信手

段として適している。ただし、想定環境においてはモバイ

ルノードを対象とする必要があり、その場合のモバイルノ

ードに課せられる情報共有のための行動時間とメッセージ

の遅延時間は、被災地での捜索救助活動に重大な影響を及

ぼす要因となる。 

3．提案手法 
	 本章では、アクセスポイントの移動計画を用いたメッセ

ージフェリーの移動経路の動的決定手法を提案する。 
3.1	 提案手法の概要 
	 提案手法では、モバイルノードのアクセスポイントまで

の移動時間を削減するためにアクセスポイントを適切な位

置に移動させる。そのためにメッセージフェリーの移動経

路をアクセスポイントの移動に対応させる必要がある。ア

クセスポイントは次の目的地となる地点を決定してから移

動する。移動中のアクセスポイントは移動前の地点から次

の目的地までの間に存在する可能性が高いと考えられる。

そこで、アクセスポイントはメッセージフェリーに対し次

の目的地を直近の移動計画として伝え、さらにメッセージ

フェリーは各アクセスポイントの移動計画をもとに移動経

路を動的に決定することで、アクセスポイントの移動に対

応したメッセージフェリイングを実現する。 
3.2	 想定環境 
	 提案手法では、大規模災害の被災地において行われる救

助隊の捜索救助活動における情報共有を想定する。救助隊

は複数のグループを構成し、それぞれのグループに担当地

域を割り当て捜索救助活動にあたるものとする。各グルー

プは１名のリーダーと１名以上の隊員で構成される。リー

ダーは、各グループの担当地域の中で更に当面の間捜索救

助を行う範囲を指定する。隊員は、リーダーによって指定

された範囲内の捜索救助活動を実施する。リーダーおよび

隊員は、情報共有のために無線インターフェースのあるデ

バイスを所持する。用いられるデバイスの通信範囲は限定

的であり、地理的に離れたそれぞれの担当地域で活動する

グループ間での直接通信を行うことはできない。以上のよ

うな想定をもとにグループ間での情報共有を行う上で、役

割に応じて次のような３種類のノードを定義する。 
・	 モバイルノード 
モバイルノードは、救助グループの隊員を想定したノー

ドとする。そのため挙動としては 
(1)捜索救助活動のために定められた地域内を移動する 
(2)情報共有のために一定時間ごとにアクセスポイントに 
	 向かう	  
という２種類の行動を繰り返す。モバイルノードは一定	 	 

頻度で他のモバイルノード宛のメッセージを生成し、同

一グループのアクセスポイントに送信する。また自ノー

ド宛のメッセージをアクセスポイントから受信する。 
・	 アクセスポイント 
アクセスポイントは、救助グループのリーダー(指揮所)
を想定したノードとする。そのためモバイルノードと比

べて比較的長時間同じ場所に滞在する。また、グループ

の担当地域の中で次の捜索救助活動を行う範囲を決定し、

同一グループのモバイルノードに指示する。新たに捜索

救助活動を行う範囲を指定する場合、同一グループのモ



 

バイルノードに伝達した後自身もその地域へ向け移動を

開始する。アクセスポイントは同一グループのモバイル

ノードから受信したメッセージを保管し、メッセージフ

ェリーへ転送する。また、メッセージフェリーから受信

した同一グループのモバイルノード宛のメッセージを保

管し、モバイルノードの到来時に送信する。 
・	 メッセージフェリー 
メッセージフェリーは、小型無人航空機(UAV)を想定し
たノードとする。メッセージフェリーに小型 UAV を用
いることで、被災地において倒壊した建物や瓦礫の影響

を受けることなく決められた経路を一定の速度で巡廻で

きると考えられる。メッセージフェリーは、救助隊が捜

索救助活動を開始した時点での各グループのアクセスポ

イントの位置については既知であるとする。メッセージ

フェリーは、全てのアクセスポイントを一定の順序で訪

れるように継続的に移動し、アクセスポイント間のメッ

セージ転送を行う。 

3.3	 メッセージフェリーの動的経路決定 

	 提案手法において、メッセージフェリーがアクセスポイ

ントの移動計画をもとに自身の移動経路を動的に決定して

いく様子について図１を用いて説明する。ここでは、アク

セスポイント Cが移動する場合を例に取り述べる。 
(a) 運用の開始 

アクセスポイントが所定の地点に設置される。メッセ

ージフェリーは設置されたアクセスポイントの数およ

び設置場所に関する位置情報をもとに移動経路を決定

する。 
(b) アクセスポイントの移動計画の決定 

アクセスポイントは移動を開始する前に次の目的地を

決定し、メッセージフェリーの到着を待つ。メッセー

ジフェリーは(a)で決めた移動経路を巡回する。 
(c,d) 移動計画の授受 

メッセージフェリーがアクセスポイントに接近すると、

アクセスポイントはメッセージフェリーに自身の移動

計画を送信する。アクセスポイントは同一グループの

全モバイルノードに対して移動計画を送信し終えた後

に移動を開始する。メッセージフェリーはアクセスポ

イントから受け取った移動計画をもとに、アクセスポ

イントの移動開始前の位置と次の目的地を順に通過す

るように移動経路を更新する。 
(e) メッセージフェリーとアクセスポイントの遭遇 

アクセスポイントは次の目的地へ向けて移動する。メ

ッセージフェリーは予定していた移動経路の途中で目

的のアクセスポイントと遭遇した場合、その地点から

目的地までの経路を省略し、次のアクセスポイントの

移動開始前の位置へ向かう。 
(f,g) アクセスポイントの移動完了 

目的地に到着したアクセスポイントは停止する。メッ

セージフェリーはアクセスポイントが目的地に到着し

たことを確認後、アクセスポイントの現在地のみを通

過するように移動経路を更新する。 
以上の動作を繰り返すことで、メッセージフェリーはアク

セスポイントの移動に対応して動的に移動経路を更新し続

けることが可能となる。アクセスポイントはモバイルノー

ドとともに新たに捜索救助活動を行う範囲へ移動すること

で、モバイルノードのアクセスポイントまでの移動時間と

メッセージの遅延時間を削減できると考えられる。 
 

 

        
 

図  1 メッセージフェリーの移動経路  
 
 
4.   評価 
	 提案手法の有効性を確認するためにシミュレーションに

よる性能評価を行った。比較手法にはアクセスポイントを

固定する場合を用いて評価した。評価方法は、 
・	 モバイルノードのアクセスポイントまでの往復にかかっ 
	 た累積移動時間 
・	 宛先ノードがメッセージを受信するまでの平均遅延時間 
とする。シミュレータには The ONE[9]を用いて実験を行っ
た。 
4.1	 シミュレーション環境 
	 本シミュレーションでは正方形の領域の中で各グループ

の担当地域を重複のないように区切ったフィールドを用い

た。シミュレーション環境におけるモバイルノードおよび

アクセスポイントの挙動を図２に示す。モバイルノードは

グループの担当地域の中でさらに捜索範囲を定め、その範

囲を掃討するように動く。ただし、一定時間ごとに同一グ

ループのアクセスポイントとの間を往復する。比較手法で

はアクセスポイントは(a)のようにグループの担当地域の中
心に設置される。提案手法ではアクセスポイントは(b)のよ
うにモバイルノードの捜索範囲の中心に設置され、特定の

時期に次の捜索範囲の中心へ移動を開始する。モバイルノ

ードの捜索範囲はグループの担当地域の中で 500m四方の 



 

 

 
 

図  2	 モバイルノードおよびアクセスポイントの挙動  
	  
領域をランダムに選定する。モバイルノードおよびアクセ

スポイントの移動速度は 0.8-1.1[m/s]とする。メッセージフ
ェリーは移動速度 8.1[m/s]で全てのアクセスポイントを一
定の順序で巡回する。本シミュレーションではグループ数

は４つとし、それぞれのグループは１台のアクセスポイン

トと１台のモバイルノードからなる。またメッセージフェ

リーは１台とする。 
4.2	 アクセスポイントへの到来周期による影響 
4.2.1	 シミュレーション結果 
	 はじめに、モバイルノードのアクセスポイントへの到来

周期を変化させた場合に、モバイルノードの累積移動時間

(アクセスポイントへの往復にかかった時間)およびメッセ
ージの平均遅延時間(送信元ノードがアクセスポイントに
向かい始めてからメッセージが宛先ノードに到達するまで

の時間)を確認した。アクセスポイントへの到来周期は１
時間から３時間まで１時間ずつ変化させた。また、捜索救

助活動を行う全地域は 4km四方とし、各グループの担当地
域は 2km四方とした。図３にモバイルノードの累積移動時
間を示し、図４にメッセージの平均遅延時間を示す。 
	 図３が示すように、提案手法では比較手法に対してモバ

イルノードの累積移動時間を１時間ごとの場合で約 21 時
間、２時間ごとの場合で約 10 時間、３時間ごとの場合で
約 8 時間削減している。また図４から、メッセージの遅延
時間については１時間ごとの場合で約 17 分、２時間ごと
の場合で約 25分、３時間ごとでは約 27分短縮している。 

 
図  3	 モバイルノードの累積移動時間  

 

 
図  4	 メッセージの平均遅延時間  

 
4.2.2	 考察 
	 モバイルノードの移動時間は現在捜索中の範囲からアク

セスポイントまでの距離によって決まる。提案手法では現

在捜索中の範囲にアクセスポイントを移動させることでモ

バイルノードの移動距離を短く保っている。結果として、

図３が示すように提案手法はモバイルノードの移動時間を

削減している。また、図４よりメッセージの遅延時間のう

ちモバイルノードとアクセスポイントの間で発生する遅延

時間が大部分を占めている。提案手法ではモバイルノード

の移動時間を削減することで遅延時間を短縮している。 
4.3	 グループの担当地域の広さによる影響 
4.3.1	 シミュレーション結果 
	 次に、各グループの担当地域の広さにより提案手法と比

較手法のパフォーマンスにどのような差が生じるかを確認

した。全地域の広さを 2km 四方から 8km 四方の範囲まで
2km ずつ変化させた。それに合わせて各グループの担当地
域を 1km 四方の範囲から 4km 四方の範囲まで変化させた。
また、モバイルノードのアクセスポイントへの到来周期は

２時間ごととした。図５にモバイルノードの累積移動時間

を示し、図６にメッセージの遅延時間を示す。 
	 図５が示すように、提案手法では比較手法に対してモバ

イルノードの累積移動時間をグループの担当地域が 1km四
方の場合で約４時間、2km 四方の場合で約 10 時間、3km
四方の場合で約１４時間、4km 四方の場合では約２５時間
削減している。また図６からメッセージの遅延時間につい

ては、グループの担当地域が 1km 四方の場合で約３分、

2km 四方の場合で約 17 分、3km 四方の場合で約 22 分、
4km四方の場合で約 28分短縮できている。 



 

 
図  5	 モバイルノードの累積移動時間  

 

 
図  6	 メッセージの平均遅延時間  

 
4.3.3	 考察 
	 図５から比較手法ではグループの担当地域が広がるにつ

れてモバイルノードの累積移動時間は増大する。これに対

し、提案手法ではグループの担当地域の広さに関係せずモ

バイルノードの累積移動時間を一定の値に保てている。比

較手法では担当地域が広がるにつれモバイルノードの捜索

範囲からアクセスポイントまでの距離が長くなるのに対し、

提案手法ではアクセスポイントが常にモバイルノードの捜

索範囲内に位置するためと考えられる。また図６から、提

案手法および比較手法の両者でグループの担当地域が広が

るにつれメッセージの遅延時間が増大している。これは、

グループの担当地域の広域化にともないメッセージフェリ

ーの移動経路が長くなったためと考えられる。ただし、提

案手法においてはモバイルノードとアクセスポイントとの

間の遅延時間を一定に保つことで、全体として比較手法よ

りも短い遅延時間を達成している。 
 
5.	 おわりに 
	 本論文では、モバイルノードを対象としたメッセージフ

ェリイングにおいてメッセージフェリーの移動経路を動的

に決定する手法を提案した。シミュレーションにより、提

案手法はモバイルノードの情報共有にかかる移動時間を削

減し、かつメッセージの遅延時間を短縮できることを示し

た。今後の課題としては、グループの担当地域が重複して

いる場合を想定し、メッセージフェリーの巡廻順序を変更

して経路の 適化を行う予定である。また、さらにモバイ

ルノードの移動時間とメッセージの遅延時間を短縮するた

めに、各グループ内においてもメッセージフェリーを用い

ることが有効であると考えられる。そのため複数台のメッ

セージフェリーを用いる場合を考慮して提案手法の拡張を

実施する。 
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